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検
査
・
監
督
の
在
り
方

―「
形
式
・
過
去
・
部
分
」か
ら「
実
質
・
未
来
・
全
体
」へ
―

平
成
三
〇
年
九
月
二
六
日
、
金
融

庁
か
ら
「
変
革
期
に
お
け
る
金
融
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
に
む
け
て
～
金
融
行

政
の
こ
れ
ま
で
の
実
践
と
今
後
の
方

針
（
平
成
三
〇
事
務
年
度
）～
」（
以

下
、「
平
成
三
〇
年
度
金
融
行
政
方

針
」
と
い
う
）が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
三
〇
年
度
金
融
行
政

方
針
に
先
立
ち
、
同
年
六
月
二
九
日

に
は
「
金
融
検
査
・
監
督
の
考
え
方

と
進
め
方
（
検
査
・
監
督
基
本
方

針
）」（
以
下
、「
検
査
・
監
督
基
本
方

針
」
と
い
う
）
が
公
表
さ
れ
、
ま

た
、
こ
れ
を
受
け
て
、
同
年
一
〇
月

一
五
日
に
は
「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
・
リ
ス
ク
管
理
に
関
す
る
検
査
・

監
督
の
考
え
方
と
進
め
方
（
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
・
リ
ス
ク
管
理
基
本
方

針
）」（
以
下
、「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
・
リ
ス
ク
管
理
基
本
方
針
」
と
い

う
）
が
公
表
さ
れ
て
お
り
、
金
融
検

査
・
監
督
の
在
り
方
に
は
大
き
な
変

革
が
生
じ
つ
つ
あ
り
ま
す
。

本
稿
で
は
、
こ
れ
ら
一
連
の
公
表

資
料
か
ら
、
今
後
の
金
融
行
政
と
検

査
・
監
督
の
ポ
イ
ン
ト
を
読
み
解

き
、
分
析
し
ま
す
。

金
融
庁
は
従
来
、
法
令
遵
守
状
況

の
事
後
的
な
確
認
や
個
別
資
産
の
査

定
を
中
心
と
し
た
検
査
・
監
督
の
手

法
を
と
っ
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、

こ
の
よ
う
な
検
査
・
監
督
の
手
法
が

機
械
的
に
反
復
さ
れ
る
こ
と
で
、
次

の
よ
う
な
問
題
を
惹
起
す
る
お
そ
れ

が
あ
る
と
の
懸
念
を
有
す
る
に
至
り

ま
し
た
。

「
形
式
へ
の
集
中
」

借
り
手
の
事
業
内
容
で
は
な
く

担
保
・
保
証
の
有
無
を
必
要
以
上

に
重
視
す
る
、
顧
客
ニ
ー
ズ
に
即

し
た
サ
ー
ビ
ス
提
供
よ
り
ル
ー
ル

遵
守
の
証
拠
作
り
に
注
力
す
る
、

な
ど
。

「
過
去
へ
の
集
中
」

将
来
の
経
営
の
持
続
可
能
性
よ

り
も
過
去
の
経
営
の
結
果
で
あ
る

足
元
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
重
視

す
る
、
顧
客
ニ
ー
ズ
の
変
化
へ
の

対
応
よ
り
も
過
去
の
法
令
違
反
行

為
に
着
目
す
る
、
な
ど
。

「
部
分
へ
の
集
中
」

金
融
機
関
の
経
営
全
体
の
中
で

真
に
重
要
な
リ
ス
ク
を
議
論
す
る



5 '19/1月号_No.580 解説　金融庁公表資料から読み解く 今後の金融行政と検査・監督のポイント整理

の
で
は
な
く
個
別
の
資
産
査
定
に

集
中
す
る
、
個
別
の
法
令
違
反
行

為
だ
け
を
咎
め
て
ガ
バ
ナ
ン
ス
や

企
業
文
化
と
い
っ
た
問
題
発
生
の

根
本
原
因
の
究
明
や
必
要
な
対
策

の
議
論
を
軽
視
す
る
、
な
ど
。

金
融
庁
は
、
こ
の
よ
う
な
問
題
意

識
に
基
づ
き
、
検
査
・
監
督
基
本
方

針
に
お
い
て
、
次
の
方
向
性
で
検

査
・
監
督
を
行
っ
て
い
く
旨
を
示
し

て
い
ま
す
。

「
形
式
か
ら
実
質
へ
」

規
制
の
形
式
的
な
遵
守
の
確
認

に
留
ま
ら
ず
、
実
質
的
に
良
質
な

金
融
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や
リ
ス
ク

管
理
等
が
で
き
て
い
る
か
を
重

視
。

「
過
去
か
ら
未
来
へ
」

過
去
の
一
時
点
の
健
全
性
の
確

認
だ
け
に
留
ま
ら
ず
、
将
来
に
向

け
た
健
全
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る

か
も
重
視
。

「
部
分
か
ら
全
体
へ
」

特
定
の
個
別
問
題
へ
の
対
応
に

集
中
す
る
よ
り
、
真
に
重
要
な
問

題
へ
の
対
応
が
で
き
て
い
る
か
を

重
視
。

金
融
庁
は
、
こ
の
よ
う
な
自
身
の

課
題
の
変
化
に
対
応
す
る
た
め
、
平

成
三
〇
年
七
月
一
七
日
、
組
織
再
編

を
行
い
、
検
査
局
を
廃
止
し
て
、
総

合
政
策
局
、
企
画
市
場
局
、
監
督
局

の
三
局
体
制
を
と
り
（
図
表
１
）、

ま
た
、
平
成
三
〇
年
度
金
融
行
政
方

針
に
お
い
て
、「
検
査
・
監
督
基
本
方

針
に
沿
っ
て
、
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
方

式
か
ら
プ
リ
ン
シ
プ
ル
ベ
ー
ス
の
検

査
・
監
督
へ
の
移
行
を
定
着
さ
せ

る
」
こ
と
、「
金
融
機
関
に
対
し
て
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
の
方
向
性
を
明
ら
か
に

す
る
必
要
の
あ
る
分
野
に
つ
い
て

は
、
分
野
別
の
『
考
え
方
と
進
め

方
』（
略
）
等
、
様
々
な
形
で
個
別
の

分
野
に
お
け
る
検
査
・
監
督
の
方
針

を
整
理
し
、
公
表
し
て
い
く
」
こ
と

を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。
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金
融
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
手
法

⑴

「
三
つ
の
手
法
」
に
よ
る
検

証検
査
・
監
督
基
本
方
針
で
は
、
今

後
の
検
査
・
監
督
の
進
め
方
に
つ
い

て
次
の
三
つ
の
手
法
が
示
さ
れ
て
い

ま
す
。

①
「
最
低
基
準
検
証
」
の
手
法

各
金
融
機
関
が
共
通
し
て
遵
守

す
べ
き
最
低
基
準
の
充
足
状
況
を

検
証
し
、
最
低
基
準
に
抵
触
し
て

い
る
金
融
機
関
に
対
し
て
改
善
を

求
め
る
手
法
。

②
「
動
的
な
監
督
」
の
手
法

将
来
の
環
境
と
金
融
機
関
の
動

的
な
展
開
を
見
通
し
、
金
融
機
関

が
将
来
最
低
基
準
に
抵
触
す
る
蓋

然
性
を
評
価
し
て
、
金
融
機
関
と

問
題
意
識
の
共
有
を
行
い
、
改
善

に
向
け
た
対
応
を
求
め
て
い
く
手

【図表１】組織再編のイメージ

検査局

（出所）「変革期における金融サービスの向上にむけて～金融行政のこれまでの実
　　　践と今後の方針（平成30事務年度）～」より作成

総務企画局

〈再編前〉

マクロ・専門
分野別チーム

業態別チーム

監督局

統括審議官

総合政策局

・戦略立案・総合調整
　機能の強化
・プルーデンス、ＩＴ
　等の専門分野別機能
　の強化

・市場機能の強化
・技術の進展等に応じ
　た企画能力の強化

・各業態ごとのモニタ
　リングの一体化
（オン・オフ一体）

〈再編後〉

監督局

企画市場局

統括審議官

金
融
国
際
審
議
官

大
臣
政
務
官

長
官

副
大
臣

金
融
担
当
大
臣
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ランドマーク税理士法人
代表税理士　清田 幸弘
神奈川県横浜市の農家に生ま
れる。地元農協に９年間勤務
し、金融・経営相談業務を行
ったのち、開業。農家出身者
ならではの視点と経験をもと
に資産税コンサルティングを
はじめ、相続税の申告件数は
3,300件超。

訪
問
先
で
の
声
か
け
に
役
立
て
る

農
家
の
税
務
カ
レ
ン
ダ
ー

解 説
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日
頃
か
ら
、
Ｊ
Ａ
に
信
頼
を
置
い

て
く
だ
さ
っ
て
い
る
組
合
員
・
利
用

者
に
対
し
、
税
金
等
の
支
払
い
時
期

に
は
タ
イ
ム
リ
ー
に
お
声
か
け
を
し

て
、
お
役
に
立
ち
た
い
も
の
で
す
。

本
稿
で
は
、
一
年
間
の
税
金
・
社
会

保
険
料
の
支
払
い
に
つ
い
て
、
主
要

な
項
目
を
時
系
列
に
整
理
し
て
い
ま

す
。一
二
頁
～
一
三
頁
掲
載
の
「
農

家
の
税
務
カ
レ
ン
ダ
ー
」
を
併
せ
て

ご
参
照
い
た
だ
き
、
訪
問
月
に
応
じ

て
日
頃
の
業
務
に
お
役
立
て
く
だ
さ

い
。な

お
、
記
載
の
取
扱
い
に
つ
い
て

は
各
市
町
村
に
よ
っ
て
異
な
る
場
合

が
あ
る
点
を
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

一
月
二
〇
日
・
七
月
一
〇
日

源
泉
所
得
税
納
付

（
納
期
の
特
例
適
用
者
）

源
泉
徴
収
制
度
と
は
、
給
与
等
を

支
払
う
際
に
、
支
払
者
が
、
所
定
の

方
法
に
よ
り
預
か
る
税
額
を
計
算

し
、
支
払
金
額
か
ら
そ
の
税
額
を
差

し
引
い
て
国
に
納
付
す
る
と
い
う
制

度
で
す
。
こ
の
従
業
員
へ
の
給
与
支

払
時
に
預
か
る
源
泉
税
は
、
本
来
毎

翌
月
一
〇
日
ま
で
に
納
付
す
べ
き
も

の
で
す
が
、
従
業
員
が
常
時
一
〇
人

未
満
の
事
業
者
に
つ
い
て
は
、「
納
期

の
特
例
」
を
申
請
す
る
こ
と
に
よ

り
、
六
ヵ
月
分
ま
と
め
て
七
月
一
〇

日
（
一
～
六
月
分
）
と
翌
年
一
月
二

〇
日
（
七
～
一
二
月
分
）
を
期
限
と

し
て
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

二
月
一
六
日
～
三
月
一
五
日

個
人
の
確
定
申
告

確
定
申
告
と
は
、
納
税
者
自
ら
が

毎
年
一
月
一
日
か
ら
一
二
月
三
一
日

（
年
の
途
中
で
死
亡
し
た
場
合
に
は
、

死
亡
し
た
日
）
ま
で
に
得
た
す
べ
て

の
所
得
金
額
と
そ
れ
に
対
応
す
る
所

得
税
の
額
を
計
算
し
、
申
告
・
納
税

す
る
手
続
き
を
い
い
ま
す
。

⑴
　
売
上
高（
農
業
収
入
や
賃
貸
事

業
収
入
）
に
つ
い
て

売
上
に
は
、
出
荷
奨
励
金
、
市
場

の
仕
切
書
、
庭
先
販
売
の
売
上
も
含

め
て
申
告
し
ま
す
。
自
家
消
費
分
に

加
え
、
親
類
や
ご
近
所
へ
差
し
上
げ

た
も
の
も
、
そ
の
生
産
者
販
売
価
格

分
を
売
上
に
計
上
し
ま
す
。
ま
た
、

国
・
県
・
市
区
町
村
な
ど
か
ら
支
給

さ
れ
る
各
種
補
助
金
に
つ
い
て
も
農

業
所
得
の
収
入
に
計
上
し
ま
す
（
一

定
の
補
助
金
を
除
く
）。

１
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な
お
、
売
上
代
金
が
口
座
に
振
り

込
ま
れ
る
場
合
は
、
手
数
料
や
運
賃

等
を
差
し
引
か
れ
る
前
の
金
額
で
計

上
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
手
数

料
等
は
必
要
経
費
と
し
て
計
上
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
売
上
も
経
費
も

両
方
を
総
額
で
計
上
す
る
原
則
の
こ

と
を
総
額
主
義
と
い
い
ま
す
が
、
事

業
の
規
模
を
自
ら
正
し
く
把
握
す
る

た
め
に
大
事
な
会
計
原
則
で
す
。

こ
こ
で
注
意
す
べ
き
な
の
は
、
売

上
で
は
な
い
収
入
に
つ
い
て
で
す
。

個
人
事
業
者
契
約
で
建
物
更
生
共
済

等
に
加
入
し
て
満
期
を
迎
え
る
と
満

期
共
済
金
が
受
け
取
れ
ま
す
が
、
そ

の
収
入
は
満
期
支
払
日
（
満
期
日
の

翌
日
）
の
属
す
る
年
の
「
一
時
所

得
」
と
な
り
ま
す
。
満
期
ま
で
の
途

中
に
解
約
し
て
受
け
取
っ
た
解
約
返

戻
金
も
同
様
の
扱
い
と
な
り
、「
事
業

所
得
」
や
「
不
動
産
所
得
」
の
収
入

金
額
と
は
な
り
ま
せ
ん
の
で
注
意
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

⑵
　
必
要
経
費
の
計
算
に
用
い
る

資
料

確
定
申
告
の
た
め
に
は
、
必
要
経

費
の
計
算
が
必
要
で
す
が
、
そ
の
た

め
に
用
い
る
主
な
資
料
を
次
の
①
～

⑧
に
挙
げ
ま
し
た
。
ポ
イ
ン
ト
を
含

め
て
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

①
種
苗
代
、
肥
料
代
等
の
領
収
書

②
事
業
用
財
産
の
購
入
の
領
収
書
、

そ
の
内
容
の
わ
か
る
明
細
書

【
事
業
用
財
産
の
購
入
】

一
度
に
経
費
に
計
上
で
き
る
か
、

減
価
償
却
（
資
産
計
上
し
て
耐
用
年

数
に
応
じ
て
経
費
を
計
上
）
す
る
か

と
い
う
点
が
ポ
イ
ン
ト
に
な
り
ま

す
。
一
度
に
（
ま
た
は
ま
と
め
て
）

経
費
計
上
で
き
る
基
準
は
取
得
価
額

等
で
す
（
図
表
１
）。
一
方
、
資
産

と
し
て
計
上
す
べ
き
も
の
（
一
度
に

経
費
に
で
き
な
い
も
の
）
に
つ
い
て

は
減
価
償
却
と
い
う
方
法
を
採
り
ま

す
。減

価
償
却
と
は
、
時
と
と
も
に
価

値
が
下
が
っ
て
い
く
も
の
に
つ
い

て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
資
産
の
価
値
の
目

減
り
分
を
見
積
も
っ
て
経
費
と
し
て

計
上
す
る
こ
と
で
す
。
具
体
的
に

は
、
建
物
・
構
築
物
・
機
械
装
置
・

車
輌
運
搬
具
・
工
具
器
具
備
品
な
ど

が
減
価
償
却
資
産
と
な
り
ま
す
。
ま

だ
事
業
に
使
用
し
て
い
な
い
も
の
に

つ
い
て
は
減
価
償
却
を
開
始
す
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。
逆
に
、
減
価
償

却
で
き
な
い
資
産
と
は
、
時
と
と
も

に
価
値
が
減
少
し
な
い
も
の
、
例
え

ば
土
地
や
借
地
権
・
書
画
骨
董
な
ど

で
す
。

③
修
繕
費
等
の
領
収
書
、
修
繕
内
容

の
わ
か
る
明
細
書

修
繕
費
は
必
要
経
費
に
該
当
す
る

か
、
減
価
償
却
の
対
象
と
な
る
の
か

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
価
値
を
高
め
る
修
繕
は
資

本
的
支
出
】

倉
庫
、
作
業
所
や
ア
パ
ー
ト
等
の

修
繕
の
た
め
の
支
出
は
、
原
状
を
回

復
す
る
た
め
の
支
出
で
あ
れ
ば
、
修

繕
費
と
し
て
全
額
を
必
要
経
費
に
計

上
し
ま
す
。
一
方
で
、
そ
の
支
出
が

資
産
と
し
て
の
価
値
を
高
め
た
り
、

耐
久
性
を
増
す
も
の
で
あ
っ
た
り
す

れ
ば
、
そ
の
金
額
は
「
資
本
的
支

出
」
と
さ
れ
、
い
っ
た
ん
固
定
資
産

に
計
上
し
、
減
価
償
却
費
と
し
て
長

期
間
に
わ
た
り
少
し
ず
つ
必
要
経
費

と
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
金

額
の
大
き
さ
が
問
題
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。

【
火
災
共
済
（
保
険
）
等
の

保
険
事
故
で
受
取
保
険
金
が

あ
っ
た
場
合
の
修
繕
費
の
扱

い
】

個
人
事
業
者
が
、
火
災
・
風
水
災

等
・
地
震
の
事
故
共
済
（
保
険
）
金

を
受
け
取
っ
た
場
合
に
は
、
資
産
の

損
害
に
基
づ
い
て
支
払
わ
れ
る
共
済

（
保
険
）
金
と
し
て
、
非
課
税
と
な

解 説 訪問先での声かけに役立てる
農家の税務カレンダー

【図表１】資産計上するものと経費計上できるもの（取得価額等ごと）

（注１）取得価額が30万円未満である「少額減価償却資産」を青色申告者で
ある中小企業者（従業員1,000人以下）が取得し、平成32年３月31日
までに業務の用に供したものに限り、年合計300万円を限度として、
取得価額の全額を１度に経費計上できる特例がある。

（注２）「三年均等償却」を行った資産は、償却資産税の申告が不要。

取得価額10万円未満または
使用可能期間１年未満　
取得価額10万円以上20万円未満
（①または②を選択可）
取得価額20万円以上（注１）

取得価額等 経費計上の方法

経費として一度に計上

①普通の減価償却（資産計上）
②三年均等償却（資産計上）（注２）
普通の減価償却（資産計上）


